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探知し、監視するために計画され、そして恐らく

米国と日本に、中国の潜水艦に由来する接近に対

抗する能力のますますの強化に思い到らせるよう

に見うけられる。

　以上で議論した、中国の海軍行動のそれぞれは、

情報収集乃至は政治的示威を主たる目的としてい

るように見えるが、ほとんどの中国の海軍作戦と

ハン級の石垣海峡通航の主要な相違は、ハン級が

日本の領海である領域を、明らかに潜没して通過

したことにある。海に関する国際法において中国

と日本双方の見解が一致するように、合法的に領

海を通過するためには、潜水艦は浮上して、国旗

を掲げていなくてはならないのである。─もし彼

等が通過するとしてである。日本の海峡での中国

の海軍行動の他の事例では、公海の自由度が適用

される回廊の存在は、すべての国の船に希望する

どのような様式ででも通過して良い通路を提供し

ている。このようにして、日本と中国の政府双方

が、2004年のハン級の石垣海峡の潜没通過は沿

岸国の権利の侵害と見なす一方で、すべての関係

者が対馬、津軽、大隅海峡の「公海の回廊」を船

と潜水艦が通過することは国際法に完全に合致し

ていると同意している─例えこれらの船が潜没し

た潜水艦に伴われていたとしてもである。

　過去 10年間に亘る、日本の水域での中国の水

上艦及び潜水艦隊の行動は、戦略的メッセージを

送り、太平洋での作戦に至る道筋を偵察し、そし

て恐らく危機発生の時に、東アジアでの沿岸水域

への接近を制御する手段を見つけるために、中国

が合法的作戦─そしていくつかの作戦は、国際法

に反するという見解が見受けられるものの－の使

用を最大限としていることを示唆している。以上

述べたように、この研究は中国の潜水艦隊の現在

の状態を検分し、国際法のレンズを通して最近の

日本列島の中と周辺における中国海軍の─第一義

的には潜水艦の─活動を見るものである。この研

究の特に重要視するところは、2004年の中国ハ

ン級潜水艦の石垣海峡の水中小旅行による通過

を、中国の作戦が国際法との一致を確実にするよ

う大部分は計画されてきたことの反例とし、中国

の地域作戦の包括的構造の中で、2004年 11月の

出来事の重要性を評価し、そして国際法に照らし

てこの出来事の影響について結論を導き出すため

の、法律的な解析である。

概　要
　中国初の空母の写真は、大混乱を引き起こすこ

と疑いないであろうが、最近の中国海軍は、もっ

とありふれたものであり、かつ、あまり写真効果

のない分野である海軍作戦、即ち機雷に、より一

層の関心を向けている。この焦点は、他の非対称

形態の海軍作戦との組み合わせにより、東アジア

における力の均衡に重大な影響を与えている。

　潜水艦の能力と相俟って、現在、中国は機雷戦

能力の向上に大きな努力を払っているものと見ら

れる。潜水艦は大きく隠すことが難しく、他の諸

外国の情報媒体が、これらの重要な開発の規模と
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範囲を注視していることは疑いない。対照的に、

機雷戦能力は、秘匿し易く、それ故、人民解放軍

海軍にとって真の意味での「暗殺者の戦棍」米国

の隠喩では「銀の弾丸」を構成するのであり、人

民解放軍海軍自身を含むある中国語を出典とする

言い回しは、明らかに機雷戦に当てはめられるの

である。

　機雷に重い信頼を置き、人民解放軍海軍は、既

に台湾及びその他の西太平洋水域における非常に

重要な海上交通路（SLOC）を封鎖・遮断するこ

とが十分にできる。実際に、機雷は他の様々な機

能を補うために使用され、東アジアにおける米海

軍への致命的に重大な挑戦となる。

　この論文は、10段階で展開する。1番目は、現

在の中国の機雷戦に関し、媒介的時期としての湾

岸戦争についての議論である。2番目のセクショ

ンでは、中国の機雷戦のあまり知られていない歴

史についての評価を以てこの論旨を展開させる。

次の 2つのセクションは、人民解放軍海軍の保有

機雷についての詳細な説明と敷設についての様々

な手段で構成する。5番目のセクションでは、中

国の機雷戦開発に関する人的要因並びに最近の教

育訓練と演習形式の概要について述べる。引き続

くセクションでは、人民解放軍の進化し続ける機

雷戦ドクトリンについての暫定的な概要を示す。

7番目のセクションでは、戦略の方程式に組み込

まれる将来の対機雷戦計画について展開し、8番

目は、将来のアジア・太平洋における海洋安全保

障環境の構成要素である機雷戦について包括的な

実質評価を目指し、特定のシナリオ、特に台湾封

鎖のシナリについて言及する。シナリオの議論は、

中国の機雷戦の可能性について新たな観点からの

評価に続いて行う。10番目は、結論のセクショ

ンであり、米国の防衛と外交政策への影響につい

て論ずる。

結論部分
　予想されるシナリオ
　ここで　東アジアでの紛争で最も重要なシナリ

オの内で想定される中国の機雷敷設戦の役割につ

いて調査することとする。この観点からすると当

然、台湾問題に焦点が向くことになる。しかしな

がら、中国の防衛政策に関わるアナリスト達は、

北京（中国政府）の海洋領域にウェイトを置き発

展しつつある世界戦略の観点から、色々なもっと

もらしいシナリオと懸命に取り組まなければなら

ない。

　将来の韓半島での紛争の際に中国の役割として

可能性のある海洋での局面については、あまり注

目されていない。しかしながら、韓半島の北中国

との近さからすると、この様な紛争は、中国の安

全保障に直接影響を及ぼすものである。もし、北

京（中国政府）が、進行しつつある危機の初期の

段階において直ちに大規模な軍事力の行使に訴え

る必要がないという兆候の正当性を待望するな

ら、機雷戦は論理的にその目的に沿ったものとな

るだろう。人民解放軍海軍は、山東半島の先端か
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ら 38°線にそう遠くはない北朝鮮南西部の島嶼に

向かって、最小限の機雷原を構築することもあり

得る。若干大がかりな作戦だが、人民解放軍海軍

の能力の範囲内では、中国最大の海軍基地青島か

ら韓国沿岸に向い真東に伸びるパターンの機雷敷

設もあるだろう。どちらの手段にせよ平壌（北朝

鮮）を守る決意を、微妙なニュアンスを伴った兆

候となり得るであろうし、そして、どちらも黄海

における米海軍の作戦を著しく制約するだけでな

く、ソウル（韓国政府）にも相当な圧力をかける

ことになる。この海域の至る所が浅水深であるこ

とは、これらの作戦が比較的容易であることを強

調している。

　考慮すべき２番目の一連のシナリオは、東南ア

ジアにおける中国の戦略的な相互作用、特に南シ

ナ海を境とする国々との相互作用を網羅するもの

である。ここで再び、外交上の傾向は現在のとこ

ろ極めて陽性であるが、紛争の可能性が残ってい

ることに触れておく。ベトナム、フィリッピン、

マレーシア及びインドネシアの全ては、浅い海域

で、かつ、制約された航路を通じた海洋貿易に大

きく依存している。したがって、これら全ての諸

国は、どんなシナリオであれ、中国の機雷敷設に

対しては脆弱である。事実、「軍事科学」は、「珊

瑚礁島嶼に対する攻勢作戦」の一環として機雷の

使用を示唆している。南沙諸島を巡る紛争に際し

て、北京（中国政府）は、長期間にわたり、広範

囲で、経費がかかり、そしてより挑発的になる可

能性のある水上艦艇を展開するかわりとして、慎

重に限定した機雷原により特定の島嶼に関する主

権を強化することもあり得る。東南アジア諸国の

中でベトナムが、中国の機雷敷設戦による影響に

対して、明らかに最も敏感である。

　3番目の最もありそうな一連のシナリオは、中

台間の紛争に関わるものである。両岸関係（中台

関係）は、2008年３月に台北（台湾政府）に新

しい指導者が生まれて以来、驚くほど改善されて

きたが、この微妙な関係の内にある対立は、残念

ながら、予測しうる将来において否定することは

できない。このシナリオにおいて中国の機雷戦と

して可能性のある役割を理解するためには、最小

限と最大限の二者択一を考慮することが役立つ。

何故北京（中国政府）が、軍事面を最小限にする

選択をするのかということについて、様々な政治

的、戦略的理由がある。先ずは、島民の抵抗を硬

化させないようにするため、台湾の死傷者と物理

的被害を局限しようと望むだろう。この観点から

すると、機雷敷設戦は、多くの台湾人を殺傷する

かもしれない大規模なミサイル集中攻撃より遥か

に役立つに違いない。多くの死傷者を伴わないこ

の敵対行動のグレー・ゾーン（灰色な領域）は、

戦争を正当化させない世論を勢いづけ、ワシント

ン（米国政府）（恐らく東京（日本政府）も）を


